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第1章

序論

1.1 本研究の背景

近年の社会経済活動のグローバル化に伴い衛星通信に対する更なるブロードバ

ンド化へのニーズは増大している．その要因として海洋資源探査などの海域での

通信需要の増加に加え航空機での大容量通信サービスの需要の高まりが挙げら

れる．また，IoT時代の到来により多くの機器がネットワークに接続されること

となり，そのような機器への通信手段としても衛星通信システムが期待されてい

る [1–4]．さらに無人航空機が多大な注目を集め，インフラ点検や環境調査など

多様な利用用途が検討されているが，無人航空機は必ずしも地上ネットワークの

電波到達範囲内を飛行するとは限らない．利用用途によっては無人航空機が取得

したデータを収集することはもちろん，無人航空機の制御すら困難である場合が

想定されるため，無人航空機との通信手段としても衛星通信システムの利用が検

討されている [5–7]．また，衛星通信システムは災害時における利用も可能であ

るため，大規模災害時の非常用通信手段としても活用されている．2011年 3月に

発生した東日本大震災では多くの携帯電話基地局が倒壊し，広範囲にわたって通

1



第 1章 序論

信インフラが使用不能となったが通信環境を確保するための手段として衛星通信

システムが利用され，衛星通信が災害に強いということが改めて認識された．ま

た，今後発生することが予想されている南海トラフ大地震の災害対策計画におい

ても衛星通信を用いた災害対応活動が計画されている．このように衛星通信シス

テムの災害利用はかねてから行われており，今後もこのような利活用が継続され

ていくことが予想される．災害の絶えない日本では更に高度な災害対応を行うた

めの被災状況等の高精細映像の伝送といった大容量通信のニーズも高まりつつあ

るため，衛星通信システムには更なる大容量化が求められている．一方，衛星通

信において使用可能な周波数帯域は限られておりKu帯と呼ばれる比較的低い周

波数帯では衛星先進国が占有しているため世界的に周波数の逼迫が懸念されてい

る．そこで，現在Ka帯と呼ばれる高い周波数帯を使用する衛星が登場しつつあ

る．近年の衛星通信では周波数利用効率向上のため複数のビームで通信環境を提

供するマルチビーム衛星が一般的となっている [8–13]．マルチビーム衛星では各

ビームに異なる周波数を割り当てるが，セルラーシステムのようにビームごとに

割り当てる周波数を繰り返し使用することによって周波数利用効率の向上を図っ

ている．欧米では上記の周波数の逼迫に対処するとともに衛星通信システムの更

なるブロードバンド化を目指し，ハイスループット衛星 (HTS: High Throughput

Satellite)と呼ばれる衛星通信システムの開発が進んでいる [14–17]．しかし，現

在のHTSでは通信リソースの割り当てが固定的であるため，トラヒック要求が

時間的・空間的に不均一に発生する場合，周波数利用効率が低下するという課題

がある．これはトラヒック要求の少ないビームに対して余分に周波数を割り当て，

トラヒック要求が多いビームで周波数が不足するというようなケースが発生する

ためである．次世代の衛星通信システムにはシステムに対する要求やシステムを

2
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取り巻く環境が変化していく中でも柔軟にリソースを配分し，高い性能を維持す

ることが求められている [18–21]．そのため，打ち上げ後であっても柔軟にリソー

ス配分の変更が可能な周波数フレキシビリティ化技術としてデジタルチャネライ

ザやデジタルビームフォーミング技術，そしてビームホッピング技術の開発が進

んでいる [22–25]．衛星通信システムへの需要を満たすためにはこのような周波

数フレキシビリティ化技術の有効性を正確に評価し，有効な利用法を決定する必

要がある．しかし，システムを取り巻く状態変化に対応したシステム評価モデル

は存在せず，状態の変化を伴う中で衛星通信システムの周波数柔軟性を定量的に

評価することは難しい．ここで，システムを取り巻く状態とはシステムに対する

ユーザからの要求のことを指す．衛星通信システムの有効性はその性能だけでな

くユーザからの要求にも左右されるため，有効な衛星通信システムを構築するた

めにはユーザの要求をどの程度満足しているかという視点が必要不可欠である．

そのため，衛星通信システムの有効性を評価するためには，ユーザの要求を評価

モデルに反映する必要がある．現状ではこのような視点に基づいた評価モデルが

存在していないため，チャネルの構成等が異なる衛星通信システムに対して優劣

をつけることができない．その結果，周波数フレキシビリティ化技術の有効性評

価には至っていない．そこで，本研究では要求や環境が変化しても衛星通信シス

テムを定量評価可能なモデル構築を行う．

1.2 本研究の目的

本研究では，複数のシステム構成を構築可能な衛星通信システム，即ち周波数

柔軟性を有する衛星通信システムに対して，システム構成の優劣をつけることを

可能とするシステム評価モデルを構築することが目的である．前述の通り構築す

3
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る評価モデルでは各ビームにおけるトラヒック要求などの変動条件による影響を

反映させる．また，このような変動条件によって定義される状態は常に変動して

いくため，状態が変化していく中で衛星通信システムが有する周波数柔軟性の評

価が可能な評価モデルの構築を行う．本研究ではそのような状態変化の中で各状

態におけるシステム構成の有効性について定量評価を行う．また，状態変化を総

合的に考慮した上でのシステム構成の評価を行う．

1.3 本論文の構成

　本論文の構成は以下の通りである．

第１章は序論であり，本研究の背景とその目的について述べた．第 2章では，衛

星通信システムの現状としてハイスループット衛星の開発動向とハイスループッ

ト衛星の持つ柔軟性について述べる．さらに，関連研究について説明を行い，本

研究の位置づけを明確化する．第 3章では，チャネライザ搭載衛星通信システム

のモデル化を行い,チャネライザ搭載衛星の柔軟性評価を行う．第 4章では，シス

テム解析の基礎モデルを構築し,第３章でモデル化を行ったチャネライザ搭載衛

星の柔軟性についてシステム解析モデルを用いた柔軟性評価を実施する．第 5章

では，構築したシステム解析モデルをビームホッピング機能を有する衛星通信シ

ステムに適用し，その柔軟性評価を実施する．第 6章は結論であり，本論文のま

とめである．
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第2章

衛星通信システムの現状

2.1 はじめに

本章では衛星通信システムの現状として世界的に開発が進むハイスループット

衛星の開発動向について述べる．また，衛星の通信リソースを柔軟に使用するた

めの技術としてデジタルチャネライザ搭載衛星の機能について説明を行う．そし

て，ビームホッピング機能についても説明を行い，衛星通信システムの柔軟性に

ついてまとめる．さらに，デジタルチャネライザとビームホッピングにおける関

連研究についてまとめ，衛星通信システムの柔軟性を定量評価するための解析モ

デルの必要性について説明を行う．
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第 2章 衛星通信システムの現状

2.2 ハイスループット衛星の開発動向

ハイスループット衛星とは同じ帯域幅で従来衛星と比較して少なくとも 2倍以

上にスループットを向上させた高速大容量の衛星を指すことが一般的である．ハ

イスループット衛星の多くはKa帯という高い周波数帯を使い，多数のビームを

用いることで大きなスループットを達成している．Ka帯利用においては衛星の

高出力増幅器の中心部となるKa帯進行波管 (TWT: Traveling Wave Tube) の供

給におけるボトルネックが存在しており，現状でもKa帯TWTは市場規模や参

入コスト等の障壁から 2社のみが市場シェアの９割近くを独占している．しかし，

第 1章でも述べたようにC帯やKu帯等の比較的低い周波数帯域は既に飽和状態

であることもあり，ハイスループット衛星開発が世界規模で進んでいる．表 2.1，

2.2に 2015年 2月までに打ち上げられているハイスループット衛星と打ち上げが

予定されているハイスループット衛星をまとめる [26]．25の衛星事業者がKa帯

を利用したハイスループット衛星の打ち上げを計画しており，15の衛星事業者に

ついては 2015年 2月までにハイスループット衛星を既に打ち上げている．また，

Intelsat Epicや SES17といったハイスループット衛星には柔軟性を獲得するため

にデジタルチャネライザという機器が搭載される予定である．次節ではデジタル

チャネライザの特徴と機能について述べる．

2.3 衛星通信システムの柔軟性

本節では衛星通信システムにおける通信リソースを柔軟に使用するための技術

としてデジタルチャネライザとビームホッピングについて紹介する．
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第 2章 衛星通信システムの現状

表 2.1: HTS衛星を運用する衛星事業者 (計画中を含む) 1

事業者名 国 主なHTS衛星 (打ち上

げ済）

主なHTS衛星（計画）

Arabsat アラブ諸国 Arabsat 5B, 5C Arabsat 6B

Avanti イギリス Hylas 1,2 Hylas 3,4

China Satcom 中国 - Chinasat 16

Direc TV アメリカ Direc TV 10,11,12,14 Direc TV 15

Eutelsat 欧州 KA-SAT, Eutelsat

25B,3B

Eutelsat 172B

Gazprom ロシア - Yamal 601

Hispasat スペイン Amazonas 3 Amazonas 5

Echo Star (HNS) アメリカ Spaceway 3, Echostar

17

Echostar 19

Inmarsat 国際 Global Express I-5(2

機)

Global Express I-5(2

機)

INSAT インド - GSAT-11

Intelsat 国際 - Intelsat Epic(全 6機)

NBN オーストラ

リア

- NBN-1A,1B

7
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表 2.2: HTS衛星を運用する衛星事業者 (計画中を含む) 2

事業者名 国 主なHTS衛星 (打ち上

げ済）

主なHTS衛星（計画）

Newsat オーストラ

リア

- Jabiu-1

O3b イギリス O3b(全 12機) O3b(第二世代)

RSCC ロシア Ekspress AM5, AM6 Ekspress AM8

SES ルクセンブ

ルグ

Astra 2E, 2F, 2G SES 12, 14, 15, 16

Spacecom イスラエル AMOS 4 AMOS 6

Star One ブラジル - Star One D1

Thaicom タイ IPstar 1 -

Telesat カナダ Anik F2 Telstar 12 Vantage

Telenor ノルウェー - Thor 7

Turksat トルコ - Turksat 4B

Viasat アメリカ Wildblue, Viasat-1 Viasat-2, X

Visiona Brazil ブラジル - SDGC

Yahsat UAE Yahsat-1A, 1B AI Yah 3
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2.3.1 デジタルチャネライザ

デジタルチャネライザとは衛星搭載用の中継器の一種である．衛星搭載用中継

器とは地上からの微弱な信号を衛星上で増幅するための機器である．また，受信

した信号の周波数を地上に送信するための周波数に変換することも中継器の大き

な役割である．中継器の役割はこの２点であるが，デジタルチャネライザはこの

２点に加え，信号の分波・合波という機能を持つ．デジタルチャネライザの構造

を図 2.1に示す．続いてデジタルチャネライザを搭載することで得られる利点に

ス
イ
ッ
チ
部

A/D 分波器 合波器 D/A

A/D 分波器 合波器 D/A

A/D 分波器 合波器 D/A

給電部給電部

デジタルチャネライザ
ビームA

給電部給電部

ビームB

給電部給電部

ビームC

ビームA

ビームB

ビームC

図 2.1: デジタルチャネライザの構造

ついて説明する．デジタルチャネライザ搭載衛星ではスター型とメッシュ型とい

う二つの接続方式を同時に実現することが可能である [27], [28]．スター型通信の

概要を図 2.2(a)に示す．スター型通信では全てのトラヒックが必ずゲートウェイ

を経由するという特徴がある．そのため，衛星ネットワーク内での通信であって

も一度ゲートウェイを経由する必要があり，遅延が大きくなるという課題が存在

している．一方，メッシュ型通信では図 2.2(b)に示すように衛星ネットワーク内

の通信においてゲートウェイを経由することなく衛星を介して通信を行うことが

可能である．従来の衛星通信システムにおいては中継器の構造上どちらか一方の
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Internet
全てのトラヒックがＧＷを経由

地球局1 地球局2

フィーダリンク
ユーザリンク

GW

(a) スター型通信

ビーム間で直接通信
Internet

GW

地球局1 地球局2

フィーダリンク
ユーザリンク

(b) メッシュ型通信

図 2.2: 二つの接続方式

接続方式を採用しなければならず一般的にはスター型通信を採用していた．メッ

シュ型通信は衛星ネットワーク内に閉じた通信であり，衛星とゲートウェイを繋

ぐフィーダリンクを使用することができないため衛星ネットワーク外と通信する

ことができない．そのため，衛星ネットワーク内と外部の通信をどちらも行うた

めメッシュ型通信ではなくスター型通信が採用されていた．

次に，スター型通信におけるデジタルチャネライザの利点について説明する．

図 2.3のようにビームAとBでトラヒックが発生し衛星に送信される場合，デジ

タルチャネライザを搭載していないトランスポンダでは受信した信号をそのまま

ゲートウェイに送信する．このとき，図 2.3(a)のように各ビームに対するリソー

ス割当量に空きがある場合でも空きがあるままフィーダリンクに送信するため

フィーダリンクにおいてリソースの過剰割当が発生する．一方，デジタルチャネ

ライザ搭載衛星の場合では衛星上で各ビームからの信号に対してリソースの再割

当を行うため，図 2.3(b)に示すようにフィーダリンクにおけるリソースの過剰割

当が発生しない．そのため，デジタルチャネライザ搭載衛星ではフィーダリンク
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トランスポンダ
（デジタルチャ
ネライザ無し） f

リソースの過剰割当が発生

フィーダリンクユーザリンク

f

ビームA

f

ビームB

(a) ベントパイプ中継の場合

トランスポンダ
（デジタルチャ
ネライザ有り） f

フィーダリンクユーザリンク

f

ビームA

f

ビームB

フィーダリンクの有効利用が可能

(b) チャネライザ搭載衛星の場合

図 2.3: スター型通信でのチャネライザの機能

の周波数帯域の有効利用が可能となる．

次に，メッシュ型通信におけるデジタルチャネライザの利点について説明する．

図 2.4に示すようにあるビームにおいてビームA宛てのトラヒックとビームB宛

てのトラヒックが発生していた場合，デジタルチャネライザを搭載していないト

ランスポンダでは各宛先ビームごとへのリソース割当量が固定されている．その

ため，宛先ビームごとに発生しているトラヒックに偏りがあった場合，ある宛先

ビームに対してはリソースを過剰に割当て別の宛先ビームに対してはリソースが

不足するという状況が発生し得る．図 2.4(a)の例ではビームA宛てのトラヒック

が大きくビーム B宛てのトラヒックが小さい場合であり，ビーム B宛てのトラ
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f

ビームA宛

f

ビームA宛

f

ビームB宛

ビームB宛

宛先ビームごとのリソース
割当量が固定

トランスポンダ（チャネライザ無し）

(a) ベントパイプ中継の場合

f f

f

分波器 合波器

分波器 合波器宛先ビームごとのリソース
割当量を調整可能

トランスポンダ（チャネライザ有り）ビームA宛
ビームA宛

ビームB宛

ビームB宛

(b) チャネライザ搭載衛星の場合

図 2.4: メッシュ型通信でのチャネライザの機能

ヒックには過剰にリソースが割り当てられている一方ビームA宛てのトラヒック

では一部のトラヒックを送信しきれていない．これに対し，デジタルチャネライザ

搭載衛星では発生しているトラヒックに応じてリソース割当量を調整することが

できるため通信リソースの有効利用が可能である．図 2.4(b)の例では図 2.4(a)の

場合と発生しているトラヒックの総量は同じであるのにも関わらずデジタルチャ

ネライザの機能によって全てのトラヒックの送信が可能となっている．

本研究では特にトラヒックの宛先ごとにリソース配分を変更可能であるという

性質に着目し，柔軟性解析を行う．

12



第 2章 衛星通信システムの現状

2.3.2 ビームホッピング

衛星通信システムでは周波数利用効率を向上させるため，広大なカバー範囲を

複数のビームで覆うことで通信環境を提供している．大規模な衛星通信システム

ではビーム数が 100に及ぶ場合もある．衛星通信では地上からの信号を衛星に搭

載された中継器で増幅をして地上へと送信を行う．そのため，微弱な信号を増幅

するための増幅器が衛星通信システムには必要不可欠である．前述の通り衛星通

信システムでは複数のビームを照射しており，照射するビーム数分の増幅器が必

要となる．衛星搭載用の増幅器は非常にコストが大きい機器であるため衛星通信

システムを構築する際に大きな課題となっている．そのため，衛星通信システム

のカバー範囲を変更することなく増幅器の数を削減することが可能となるビーム

ホッピング技術に注目が集まっている [29, 30]．ビームホッピングでは同時に全

てのビームを照射するのではなく，エリアごとにビームを照射する時間をずらす

ことにより増幅器の削減を図っている．図 2.5にビームホッピングの概要を示す．

ビームを照射する候補のエリアをセルと呼称するが，左の図ではセル数が 9であ

るのに対し，同時にビームを照射している数は 3となっている．このビーム照射

時間はタイムスロットによって決定されており，セルに割り当てられたタイムス

ロットが多いほどビームの照射時間も長くなる．時間的にビームを照射するセル

を変更していくことによって，最終的には全てのセルにビームを照射し，通信環

境を提供する．このとき，同時に全てのセルにビームを照射するわけではないの

で必要な増幅器数は同時に照射するビーム数となる．このように，ビームホッピ

ングではカバー範囲を変えることなく衛星に搭載する増幅器を削減している．ま

た，セルごとに割り当てるタイムスロット数を変えることによって地理的に偏り

のあるトラヒック要求に対しても柔軟に通信リソースであるタイムスロットを割

13
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ビーム１

ビーム２

ビーム３

ビーム４

ビーム５

時間

タイムスロット

図 2.5: ビームホッピング　

当ることが可能となる．

本研究では，このビームホッピングの性質についてもシステム解析モデルによ

る評価を実施する．

2.4 関連研究

本節ではデジタルチャネライザとビームホッピングについて実施されている先

行研究について述べる．衛星通信システムの通信リソース割当に関する研究は数

多く存在しているが，その多くは衛星通信システムが理想的な柔軟性を有してい

ると仮定した場合におけるリソース割当アルゴリズムの研究である．このような

研究では衛星通信システムを構成する機器の制約について検討していないため，

実現性に乏しいものとなっている．そのため，本研究では衛星通信システムを構

成する機器を明確にし，その性質をモデル化することでより現実的な検討を行っ

ている．また，従来研究では一状態に限定した評価のみを行っているため，シス
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テムへの要求が変化した場合どの程度の性能を発揮できるかについては示すまで

は至っていなかった．ビームホッピングについてリソース割当手法の検討は行わ

れているが，有効性評価に関しては状態が限定されており，システムへの要求が

変化する中での総合的な評価を行うことはできていない．そのため，状態変化を

含めた柔軟性解析が可能な評価方法が必要とされている．
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2.5 まとめ

本章では，衛星通信システムの柔軟性としてデジタルチャネライザとビームホッ

ピングという二つの技術について紹介した．また，デジタルチャネライザの持つ

利点やビームホッピングの性質についてまとめた．さらに，この二つの技術に対

する既存研究の問題点について言及した．次章では，本章で紹介した二つの技術

のうちデジタルチャネライザに注目し，通信のモデル化を行い，柔軟性評価を実

施する．
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第3章

衛星通信システムのモデル化と柔軟性

評価

3.1 はじめに

前章では，衛星通信システムの柔軟性に関する説明を行った．加えて既存研究

においては状態を限定した評価のみを実施しており，状態変化の中で定量的に通

信システムの柔軟性解析が必要であることを述べた．本章では，デジタルチャネ

ライザの有効性を評価するためにデジタルチャネライザ搭載衛星について通信の

モデル化を行い，柔軟性評価を行う．
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3.2 想定する衛星通信システム

本節では，デジタルチャネライザの柔軟性評価を行うために想定する衛星通信シ

ステムについてまとめる．想定する衛星通信システムの全体像を図 3.1に示す．本

研究では衛星ゲートウェイから各地球局へのリンクであるフォワードリンクについ

て国際的に承認されたデジタルテレビ放送のための公開標準規格であるDVB-S2

(Digital Video Broadcastiong - Satellite-Second Generation)を想定する．また，

衛星

地球局1

地球局2
地球局3地球局4NCC

ユーザリンク

ゲートウェイ

フィーダリンク

フォワードリンク

リターンリンク

図 3.1: 衛星通信システムの全体像　

地球局からゲートウェイへのリターンリンクについてはDVB-RCS (Digital Video

Broadcasting-Return Channel via Satellite)を想定する．ゲートウェイにはNCC

(Network Control Center) が接続されており，地球局は通信に必要な通信リソー

ス量を一定時間毎にNCCに送信する．NCCは受信したリソース要求情報を基に

各ビームへの通信リソースの配分を決定し，各地球局は指定されたリソースを使

用して通信を行う [31]．DVB-RCSでは多元接続方式としてMF-TDMA (Multi
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周波数

時間
周波数

時間周波数

時間

スーパーフレーム

フレーム

タイムスロット

図 3.2: 衛星通信システムのフレーム構造　

Frequency-Time Division Multiple Access)を採用している [32]．MF-TDMAで

は周波数を一定間隔に区切りチャネルとして利用し，時間についても一定間隔に

区切りタイムスロットとして利用する．チャネルとタイムスロットが衛星通信シ

ステムにおける通信リソースとして各地球局に配分される．通信リソースの時間

的な区切りに関しては更にタイムスロットが複数個のフレームを構成し，複数の

フレームでスーパーフレームを構成している．衛星通信システムの通信リソース

の構成を図 3.2に示す．

各地球局はスーパーフレームごとにNCCに必要リソース量を送信する．また，

本研究ではマルチビーム衛星を想定するが，マルチビーム衛星とは複数のビーム
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を用いて通信環境を提供する衛星通信システムのことである．マルチビーム衛星

では隣接ビームには異なる周波数を割当て，干渉の影響のない離れたビームには

同一の周波数帯域を割当てることで同一の周波数帯域を繰り返し利用することに

よって周波数利用効率の向上を図っている．本研究で想定する衛星通信システム

では円偏波を使用するので，同一周波数帯であっても右旋円偏波と左旋円偏波の

２つを同時に使用することが可能である．想定する衛星通信システムの周波数配

置を図 3.3に示す．衛星通信システムでは割当てられた周波数帯域をフィーダリ

・・・

・・・ f

左偏波

右偏波

フィーダリンク ユーザリンク

図 3.3: 衛星通信システムの周波数配置　

ンクとユーザリンクに配分する．図 3.3では上部が左偏波を表しており，下部が

右偏波を表している．フィーダリンクはゲートウェイと衛星を結ぶリンクである

ため，ゲートウェイが複数ある場合でなければ同一周波数を繰り返し使用するこ

とはできない．一方，ユーザリンクは複数ビームに対して周波数を割当てるため

同一周波数の繰り返し利用が可能である．ただし隣接ビームで同一周波数帯域を

割り当ててしまうとビーム間で干渉が発生するため，隣り合うビームでは異なる

周波数を割当てる必要がある．隣合うビームで同一周波数を使用しないためには

四色定理で知られるように最低４つの周波数パターンを用意することが必要とな

る．本研究では，円偏波を利用するため二つの周波数帯域を用意すれば図 3.3の
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示すように４つの周波数パターンを用意することができる．ユーザリンクではこ

の４つの周波数パターンを繰り返し利用する．

3.3 衛星通信システムのモデル化

本節では，デジタルチャネライザの柔軟性評価を行うためにチャネライザ搭載

衛星とベントパイプ衛星の通信のモデル化を行う．モデル化を行う衛星通信シス

テムの概要図を図 3.4に示す．想定する衛星通信システムはmビームを有するマ

・・・

トラヒック要求

ビーム数(𝑚)

チャネライザ搭載
マルチビーム衛星

図 3.4: 衛星通信システムモデル　

ルチビーム衛星とする．本研究では特定のビームに着目し，そのビームにおいて

発生するトラヒックについてモデル化を行う．着目したビームについて宛先ビー

ムごとの要求チャネル数と割当チャネル数の関係を図 3.5に示す．なお，今回着

目しているビーム番号を iとし，トラヒックの宛先ビーム番号を jで表す．また，

ビーム iからビーム jへのトラヒックに割り当てるチャネル数を nij とし，この

nijの決定の仕方についてモデル化を行う．１チャネルの周波数帯域幅を bwとす

るとビーム iに割当てられている周波数帯域幅 BWiは以下の式で表すことがで
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𝒏𝒊𝟏 𝒏𝒊𝟐 𝒏𝒊𝒎
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宛先ビームへの
要求チャネル数

宛先ビームへの
割当チャネル数

・・・

𝑵𝒊,𝟏
𝒄𝒉

1

𝑵𝒊,𝟐
𝒄𝒉

2

𝑵𝒊,𝟑
𝒄𝒉

3

𝑵𝒊,𝒎
𝒄𝒉

𝑚・・・

・・・

図 3.5: 着目しているビームでのチャネル割当

きる．

BWi = bw ·

(
m∑
j=1

nij

)
. (3.1)

このとき，１チャネルで伝送可能なチャネル容量Cchはシャノン・ハートレーの

定理を用いて以下の式で表すことができる．

Cch = bwlog2(1 + S/N). (3.2)

S/Nは信号対雑音比を表しており，所望の信号に対しての雑音の強度がどの程度

あるかを表している．実際の衛星通信システムでは通信する端末のビーム内での

位置や周囲の通信環境，降雨の状況によっても S/N の大きさは変わるが本研究

では解析を簡略化するため，全チャネルにおいて同一の S/N を使用する．スー

パーフレームの通信容量Csfは，1スーパフレームの長さを tsfと定めることによ
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り，以下のように表すことができる．

Csf = Cch · tsf . (3.3)

タイムスロット長を tsとするとスーパフレームを構成するタイムスロット数Nsf

は

Nsf =
tsf
ts
, (3.4)

となる．ビーム iからビーム jへのトラヒックの送信に必要なタイムスロット数

をN ts
ij とすると，ビーム iからビーム jへのトラヒックの送信に必要なチャネル

数N ch
ij は以下の式で与えられる．

N ch
ij =

⌈
N ts

ij

Nsf

⌉
. (3.5)

第２章で述べたように，ベントパイプ衛星では要求チャネル数N ch
ij に応じて割当

てチャネル数 nijを変更することはできないが，デジタルチャネライザ搭載衛星

であれば柔軟に対応することが可能である．衛星通信システムへの要求がシステ

ムキャパシティを超過した場合，適切な制御を実行しなければトラヒックの損失

が発生するが，その損失量は発生しているトラヒック要求や衛星通信システムの

柔軟性に依存する．本研究では，チャネライザ搭載衛星とベントパイプ衛星にお

いてどの程度トラヒック損失が発生するかを定式化し，チャネライザ搭載衛星の

柔軟性の評価を行う．

3.3.1 ベントパイプ型衛星での通信

本項ではベントパイプ型衛星の通信についてモデル化を行う．ベントパイプ衛

星では宛先ビームごとに割り当てるチャネル数 nijを変えることができないため，
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全ての宛先で同数のチャネルが割り当てられる．ベントパイプ衛星においてある

宛先ビームに割り当てられるチャネル数を nとすると以下の関係が成り立つ．

ni1 = ni2 = · · · = nim = n. (3.6)

このとき，ベントパイプ衛星は全ての宛先に均等にチャネルを割り当てるため各

宛先ビームに割り当てられるチャネル数 nは以下の式で表すことができる．

n =
BWi

bw ·m
. (3.7)

ベントパイプ衛星でのトラヒック損失を定式化するために，トラヒック損失が発

生する宛先ビーム群を集合で表す．まず，図 3.6に示すように各宛先ビームの要求

チャネル数を降順に並べビーム番号をつけ直す．このとき，要求チャネル数N ch
ij

𝐴

n

要
求
チ
ャ
ネ
ル
数
𝑁
𝑖,
𝑥ch

宛先ビームID

1 2 3 4 5 6 7



𝑥=1

𝑚𝑎𝑥𝐴

𝑁𝑖,𝑥
ch − 𝑛

図 3.6: ベントパイプ衛星でのトラヒック損失

が nを上回る宛先ビームでトラヒック損失が発生する．トラヒック損失が発生す

る宛先ビーム群を集合Aとすると，Aは以下のように表すことができる．

A = {x|N ch
ix > n, 1 ≤ x ≤ m,x ∈ N}. (3.8)
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図中の斜線で示した部分がトラヒック損失となるが，これは要求に対して割当て

られたチャネル数の不足分を表しているため，これに１スーパーフレームでのチャ

ネル容量を掛けることで 1スーパーフレームでのトラヒック損失量LBPを求める

ことができる．

LBP =
maxA∑
x=1

(N ch
ix − n) · Csf . (3.9)

3.3.2 チャネライザ搭載衛星での通信

次にチャネライザ搭載衛星でのトラヒック損失の定式化を行う．チャネライザ

搭載衛星は宛先ビームごとに割当チャネル数を変更することができるが，要求チャ

ネル数がビームの持つチャネル数を超過した場合，どのようにチャネルを割当て

るのか定義する必要がある．本研究では全宛先ビームに１チャネルずつチャネル

を割当てていき，要求を満足した宛先ビームにはそれ以上チャネルを割当てない

という割当て方を想定する [33]．このようにビームが持つ全てのチャネルを宛先

ビームに割当てていくと，ある特定のタイミングでビームの持つチャネルが枯渇

し，それ以上チャネルを割当てることができなくなる．そのため，宛先ビームは

要求チャネル数を割当てられるものと割当チャネル数が不足するものに分けるこ

とができる．全宛先ビームにチャネルを割り当て終わった状態を図 3.7に示す．

チャネライザ搭載衛星でもベントパイプ衛星と同様にトラヒック損失が発生す

る宛先ビーム群を集合で表すため，宛先ビームを要求チャネル数における降順で

並び替える．続いて図 3.8に示すように宛先ビームを割当てチャネル数が不足す

る宛先ビームと要求チャネル数を満足する宛先ビームとに分別する．図 3.8では

宛先ビーム番号が 1～3のビームが割当チャネル数が不足している宛先ビーム群
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𝑗=1

𝑚

𝑛𝑖,𝑗

図 3.7: デジタルチャネライザを用いたチャネル割り当て　

であり，4～7のビームが要求チャネル数を満足する宛先ビーム群である．このと

き，以下の条件式を用いて宛先ビーム群を分別する．

k′∑
j=0

{(m− j)(N ch
i,(m−j) −N ch

i,(m−j+1))} ≤
m∑
j=1

ni,j

<
k′+1∑
j=0

{(m− j)(N ch
i,(m−j) −N ch

i,(m−j+1))}.

(3.10)

ただし，Nm+1 = 0とする．想定しているチャネル割当て方法では，全宛先ビー

ムに 1チャネルずつ割り当てていくが，式（3.10）は k′回割り当ててもビームが

持つ総チャネル数が枯渇せず，k′ + 1回目の割り当てでチャネルが不足するよう

な k′を決定している．このとき，k′は割り当て回数を示しているため，これを宛

先ビーム番号に変換する必要がある．ここで割り当て回数を宛先ビーム番号に変

換するため，kという値を以下のように定義する．1～(k − 1)番目の宛先ビーム

ではチャネルが不足し，k～m番目の宛先ビームでは要求チャネル数を満足する

チャネル数が割り当てられる．このとき kと k′の関係は以下の式で表すことがで
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𝛼

図 3.8: 宛先ビームの分別

きる．

k = m− k′. (3.11)

式（3.10），（3.11）を用いることによって，宛先ビームを割り当てチャネル数が

不足しているものと満足しているものの 2種類に分類することができる．割り当

てられるチャネル数は以下のように表すことができる．

nij =

{
N ch

ik +
⌊

α
k−1

⌋
(1 ≤ j < k)

N ch
ij (k ≤ j ≤ m)

(3.12)

1～(k − 1)番目の宛先ビームでは要求したチャネル数が割り当てられることはな

いが，k番目のビームに割り当てられるチャネル数と k′回の割り当てで余ったチャ

ネルが割り当てられる．ただし，余ったチャネルは不足が発生する宛先ビーム数

で割る必要がある．k′回の割り当ててで余ったチャネル数をαとするとαは以下
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のように表すことができる．

α =
m∑
j=1

ni,j −
k′∑
j=0

{(m− j)(N ch
i,(m−j) −N ch

i,(m−j+1))}. (3.13)

図 3.9に，チャネライザ搭載衛星でのトラヒック損失を示す．ベントパイプ衛星

𝐵

1 2 3 4 5 6 7
𝑙

要
求
チ
ャ
ネ
ル
数
𝑁
𝑖,
𝑙ch

ビームID
𝑘
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𝑙=1

𝑚𝑎𝑥𝐵

(𝑁𝑖,𝑙
ch − 𝑛𝑖,𝑙)

図 3.9: チャネライザ搭載衛星でのトラヒック損失　

と同様にトラヒック損失が発生する宛先ビーム群を集合Bとして表す．集合Bは

kを用いて以下のように表すことができる．

B = {l|1 ≤ l < k, l ∈ N}. (3.14)

チャネライザ搭載衛星の場合もベントパイプ衛星の場合と同様に１スーパーフ

レームでの容量を掛けることでトラヒック損失量LDCが以下のように求めること

ができる．

LDC =
maxB∑
l=1

(N ch
il − nil) · Csf . (3.15)
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図 3.10: LBP (分散大）
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図 3.11: LBP (分散小）

以上より，ベントパイプ衛星とチャネライザ搭載衛星についてそれぞれトラヒッ

ク損失量を定式化することができた．

次に衛星通信システムの柔軟性に影響を及ぼす要素について検討を行う．図3.10

に示すように宛先ビームごとの要求チャネル数の分散が大きい場合は宛先ビーム

の要求チャネル数とベントパイプ衛星が固定的に割当てているチャネル数との乖

離が大きくなるため，トラヒック損失が大きくなることが予想される．このよう

な場合，要求チャネル数が少ない宛先ビームに対して過剰にチャネルを割当てる

ことになってしまう．図 3.11に示すように宛先ビームごとの要求チャネル数の

分散が小さい場合は宛先ビームの要求チャネル数がベントパイプ衛星によって割

当てられているチャネル数に近づくため，トラヒック損失は小さくなる．一方，

チャネライザ搭載衛星の場合は図 3.12，3.13から明らかなように要求チャネル数

によって割当てるチャネル数を変えることができるので分散に関わらず損失する

トラヒック量は一定となる．このように，チャネライザ搭載衛星は宛先ビームご

とのトラヒック要求量の分散によってその有効性が変化することが予想される．

そのため，次節ではチャネライザ搭載衛星の柔軟性を評価するため，要求チャネ

ル数の分散とトラヒック損失の関係について明らかにする．
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図 3.13: LDC (分散小)

3.4 性能評価

本節ではチャネライザ搭載衛星の柔軟性を評価するため，要求チャネル数がト

ラヒック損失に与える影響についてベントパイプ衛星とチャネライザ搭載衛星の

それぞれに対して解析を行う．本解析では，各宛先への要求チャネル数は式 (3.16)

で表されるガウス分布に従うものとした．

f(N ch
ij ) =

1√
2πσ

· exp

(
−
(N ch

ij − µ)2

2σ2

)
.(N ch

ij ∈ N) (3.16)

ガウス分布の標準偏差を変化させることで要求チャネル数の分散による衛星通信

システムの柔軟性への影響を評価する．本解析では，標準偏差を 0.5から 10ま

で 0.5ずつ変化させた．また，総要求チャネル数の影響についても評価するため

に，要求チャネル数の平均が 10の場合と 15の場合の二つのケースについて評価

を行った．本解析で用いたパラメータ一覧を表 3.1にまとめる．

要求チャネル数の平均値が 10の場合の結果を図 3.14に示す．標準偏差が小さ

い場合，つまり分散が小さい場合はベントパイプ衛星についてもチャネライザ搭

載衛星についてもトラヒック損失は発生していない．今回はベントパイプ衛星が

各宛先に割当てるチャネル数を 15としているので，要求チャネル数が 15を超過
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表 3.1: トラヒック損失の解析におけるパラメータ一覧

ビーム数 (m) 10

チャネルの周波数帯域幅 (bw) [MHz] 1.6

ビーム i に割当てられた周波数帯域幅 (BWi) [MHz] 250

タイムスロット長 (ts)[ms] 2

スーパーフレーム長 (tsf )[ms] 640

ベントパイプ衛星によって割当てられるチャネル数 (n) 15

S/N 比 [dB] 6

要求チャネル数の平均 (µ) 10, 15

要求チャネル数の標準偏差 (σ) 0.5 - 10

しない限りトラヒック損失は発生しない．標準偏差が小さい場合，要求チャネル

数は平均値に近い値が発生するため今回のケースでは 10に近い値が発生する．そ

の場合，15を超過していないため，ベントパイプ衛星においてもトラヒック損失

が発生していない．しかし，標準偏差が大きくなるに従ってベントパイプ衛星で

は徐々にトラヒック損失が大きくなる．一方，チャネライザ搭載衛星ではほとん

どトラヒック損失が発生していない．標準偏差が大きくなると要求チャネル数の

平均からの乖離が大きくなるため，15より大きい値が発生することがある．その

ような場合ベントパイプ衛星ではトラヒック損失が発生してしまう．チャネライ

ザ搭載衛星では 15より大きい値が発生した場合であっても，要求チャネル数が

15以下の宛先ビームに割当てるチャネル数を少なくすることでトラヒック損失が
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図 3.14: 要求チャネル数の平均が 10の場合

発生しないように調整を行っているため，トラヒック損失が小さい値となってい

る．次に，要求チャネル数の平均値が 15の場合の結果を図 3.15に示す．平均が

15の場合では，標準偏差が小さい場合でもトラヒック損失が発生している．前述

の通りベントパイプ衛星では各宛先ビームに 15のチャネルを割当てており，今回

のケースでは平均が 15なので少しでも平均からずれた値が発生するとトラヒッ

ク損失につながってしまう．そのため，標準偏差が小さい場合でもトラヒック損

失が発生している．チャネライザ搭載衛星においてもトラヒック損失が発生して

いるがその量はベントパイプ衛星と比較すると小さい値に抑えられている．理論

的にはチャネライザ搭載衛星は分散の影響を受けないのにも関わらず，図 3.14，
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図 3.15: 要求チャネル数の平均が 15の場合

3.15では標準偏差が大きくなるにつれてチャネライザ搭載衛星でのトラヒック損

失も大きくなっている．以降ではこの原因について考察を行う．本解析では，各

宛先ビームごとの要求チャネル数をガウス分布に従って発生させているが，ガウ

ス分布では負の値が発生することもあり得る．今回は要求チャネル数として負の

値が発生した場合，0として解析を行っている．その際，あくまでガウス分布の

平均は負の値まで考慮した平均として設定されているので，負の値を 0として取

り扱った場合は平均値が設定値より大きくなってしまう．そのため，標準偏差が

大きくなることで要求チャネル数として平均から離れた値が出やすくなり，負の

値が多く発生し，結果的に総要求チャネル数が大きくなってしまうためチャネラ
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イザ搭載衛星においてもトラヒック損失が発生してしまっている．

以上より，チャネライザ搭載衛星ではベントパイプ衛星と比較して分散の影響

を受けにくくトラヒック損失量を低減させることが可能であることを定量的に示

すことができた．
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3.5 まとめ

本章では，チャネライザ搭載衛星の柔軟性を評価するため，チャネライザ搭載

衛星とベントパイプ衛星のそれぞれについて通信のモデル化を行った．また，要

求チャネル数の分散が衛星通信システムの柔軟性に影響を与えることについて述

べ，その影響を解析することで衛星通信システムの柔軟性評価を行った．評価の

結果，チャネライザ搭載衛星の柔軟性を定量的に示すことができた．しかし，本

章で実施した評価はチャネライザ搭載衛星の柔軟性を定量的評価したという点で

は有用ではあるが，本研究の目的である状態変化を考慮した総合的な柔軟性評価

には至っていないため，更に高度な評価方法の構築が必要である．次章では，そ

のような評価をすることが可能なシステム解析モデルについて述べる．
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第4章

システム解析の基礎モデルの構築

4.1 はじめに

本章では，衛星通信システムの柔軟性を状態変化の中で定量評価可能なシステ

ム解析モデルの構築を行う．まず，状態変化の中での柔軟性評価について検討を

行い，第 3章と同様に衛星通信システムの通信のモデル化を行う．また，状態変

化を表す衛星通信システムへの要求の変化の表現方法について検討し，最後に性

能評価を実施し，衛星通信システムの柔軟性を評価する．
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4.2 提案するシステム解析モデル

本節では，状態変化の中で衛星通信システムの柔軟性を定量評価可能なシステ

ム解析モデルについて検討を行う．デジタルチャネライザ等の周波数フレキシビ

リティ技術は，衛星中継器の帯域幅を実際に使用されている周波数に合わせて可

変とすることで，トラヒック変動に対して適応的にリソース割り当ての最適化を

可能とし周波数有効利用を図る技術である．そのため，対応可能なトラヒック変

動幅が大きいほど，フレキシビリティ性が高いと定義される．そこで，まずはト

ラヒック変動幅に関係するメトリックによって評価空間を構成することについて

検討を行い，図 4.1に示すようなシステム解析の基礎モデルを構築した．本解析

状況を２つのメトリックを
用いて定義（要求範囲）

フ
レ
キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
性

システム
構成𝐴

システム
構成𝐴’

𝑥
評価空間の
被覆率を算出

システムが置かれる状況は
この範囲で変動

メトリック2

シ
ス
テ
ム
性
能
の
評
価
指
標

メトリック1

評価空間

要求範囲

各システムの性能評価を
各点において実施

システム構成𝐴′の性能

システム構成𝐴の性能

図 4.1: システム解析の基礎モデルの概要図

モデルにおいてはまず，柔軟性評価の対象となるシステムを数理モデルとして表

現する．その後，発生し得るシステムへの要求を範囲として指定すると共にシス
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第 4章 システム解析の基礎モデルの構築

テム性能の評価指標を指定することにより評価空間を定義する．本研究では，シ

ステムの数理モデル化をシステム定義と呼称し，要求範囲を指定し評価空間を定

義することを要求定義と呼称する．そして，評価空間における評価指標を積分す

ることで算出される包含率をシステムのフレキシビリティ性として定義した．こ

のシステム解析モデルを用いることにより，与えられた複数のシステム構成に対

して共通の評価空間を適用し，その優劣を判定することが可能となる．図 4.1で

は，システム構成Aとシステム構成A’という二つの通信システムにおける柔軟

性評価の例を示している．メトリック 1とメトリック 2という二つのメトリック

によって与えられる要求範囲内の各点においてそれぞれのシステム構成がどの程

度の性能を達成することが可能なのかをシステム定義によって構築された数理モ

デルを用いて計算を行う．理想的な柔軟性を有する通信システムでは，要求範囲

の全ての点で最大の性能を発揮し，評価空間の上面がシステムの性能ということ

になる．しかし，実際の通信システムではメトリック１とメトリック 2の組み合

わせによっては性能が落ち込む場合が想定される．図 4.1の例では，システム構

成Aはメトリック 2が小さい部分で性能が落ち込み，システム構成A’はメトリッ

ク 1が大きい部分で性能が落ち込んでいる．従来であれば，このようにシステム

構成の性能が状態によって変化する場合，それぞれのシステム構成が異なる強み

を有しているため優劣をつけることは困難であった．しかし，本研究で定義して

いるように，評価空間内をどの程度包含することができているかという指標を用

いることで，柔軟性という観点からシステム構成の優劣を一意に決定することが

可能となる．さらに，その差がどの程度かという点についても定量的に示すこと

が可能である．図 4.1ではシステム構成 A’の方がシステム構成 Aより xだけフ

レキシビリティ性が高い状態を示している．
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4.3 ハイブリッド型中継器

第 3章では衛星通信システムの周波数フレキシビリティ技術としてデジタルチャ

ネライザに着目したが，本章でもデジタルチャネライザに着目する．ただし，ハ

イスループット衛星の総処理帯域は数十GHzに及ぶため全帯域をチャネライザ

で処理することは困難である．そのため，本章では一部の信号をチャネライザで

処理し，残りの信号をベントパイプ中継する図 4.2に示すようなハイブリッド型

中継器を想定する．また，チャネライザとベントパイプ中継の比率を変化させ，

𝑛入力 𝑛出力

MBA (Tx)デジタルチャネライザ

ベントパイプ中継

⋯

分波 合波

⋯
⋯

⋯
⋯

⋯ ⋯

A/D D/A

A/D D/A

ス
イ
ッ
チ
回
路

ス
イ
ッ
チ
回
路

MBA (Rx)

分波 合波

チャネライザのポート数：𝑛𝑝

図 4.2: ハイブリッド型中継器

チャネライザの比率がどの程度衛星通信システムの柔軟性に影響を及ぼすのかを

システム解析モデルを用いて検証する．チャネライザは図 4.2に示すように，入

力された信号を入力ポートを通して処理を行う．本章ではこの入力ポート数の異

なるチャネライザを想定することによってチャネライザとベントパイプの比率を
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変更させる．チャネライザのポート数が多ければ多い程チャネライザで処理する

信号が増加するため，チャネライザの比率が高い衛星通信システムと言える．入

力アンテナ数とチャネライザのポート数が等しければ，全ての信号がチャネライ

ザで処理されるということを表している．

4.4 ハイブリッド型中継器搭載衛星の通信のモデル化

本節ではハイブリッド型中継器搭載衛星通信システムのモデル化，つまりシス

テム定義を行う．ダウンリンクに割当てられている周波数帯域幅を BW
D
とし，

アップリンクの周波数帯域幅をBW
U
とする．始めに，ダウンリンクに着目し，各

パラメータの関係を定式化する．フィーダリンク用の周波数帯域幅をBW
FD
とし，

ユーザリンク用の周波数帯域幅をBW
UD
とすると以下の関係が成立する．

BW
D
= BW

FD
+BW

UD
. (4.1)

i番目のGWであるGWiに割当てられたフィーダリンク用の周波数帯域幅BW i
FD

はBW
FD
を用いて以下の式で表すことができる．

ng∑
i=1

BW i
FD

= 2 ·BW
FD
. (4.2)

ここで ng とは，GW数を示している．本章でも衛星通信システムは偏波を使用

することを想定しているため，図 4.3に示すようにフィーダリンク用に割当てら

れた周波数帯域幅の２倍の周波数を使用することが可能である．ビーム iに割当

てられたユーザリンク用の周波数帯域幅をBW i
UD
とすると，BW i

UD
は以下のよう

に表現できる．
n
b∑

i=1

BW i
UD

= 2 ·BW
UD

·
(
n

b

nr

)
. (4.3)
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𝐵𝑊FD
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f右偏波
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ダウンリンクアップリンク

フィーダリンク ユーザリンク

左偏波

f右偏波

・・・
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𝐵𝑊FU 𝐵𝑊UU

𝐵𝑊FU
𝑖

𝐵𝑊UU
𝑖

フィーダリンク ユーザリンク

図 4.3: 周波数配置　

なお， n
b
はビーム数であり，nrは周波数繰り返し数を表している．第 3章で述べ

たように，想定する衛星通信システムでは隣接ビームでの干渉を避けるため４つ

のビームでひとつのグループを形成する．このとき，グループ数は
(

n
b

nr

)
で表す

ことができる．ユーザリンクが通信リソースとして使用可能なのは，このグルー

プ数に偏波を掛けたものであるため，式 (4.3)のような関係が成立する．図 4.3は

周波数繰り返し数が 4の場合の例を示している．GWiに割当てられたフィーダリ

ンク用チャネル数をCH i
FD
とすると，CH i

FD
は以下の式で表すことができる．

CH i
FD

=
BW i

FD

bw
. (4.4)

なお，bwはサブチャネルの周波数帯域幅を表している．そして，フィーダリンク

の総チャネル数CHall
FD
は以下の式で表すことができる．

CHall

FD
= 2 · BW

FD

bw
. (4.5)
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以上がフィーダリンクの周波数帯域及びチャネルに関する関係式であるが，ユー

ザリンクに関しても同様に以下の式 (4.6)-(4.8)が成り立つ．

CH i
UD

=
BW i

UD

bw
. (4.6)

CHall

UD
= 2 · BW

UD

bw
·
(
n

b

nr

)
. (4.7)

n
b∑

i=1

CH i
UD

= CHall

UD
. (4.8)

ここで，CH i
UD
はビーム iに割当てられたユーザリンク用チャネルであり，CHall

UD

はユーザリンクの総チャネル数を表している．アップリンクに関してもダウンリ

ンクと同様の関係となるためアップリンクの記述に関しては省略する．続いてチャ

ネライザに入力される信号とベントパイプ中継される信号の関係について定式化

を行う．デジタルチャネライザに入力されるユーザリンク数を nuc，ベントパイ

プ中継されるユーザリンク数を n
ub
とすると以下の関係が成り立つ．

n
b
= nuc + n

ub
. (4.9)

フィーダリンクに関してもデジタルチャネライザに入力されるフィーダリンク数

を n
fc
，ベントパイプ中継されるフィーダリンク数を n

fb
とすると以下の関係が成

り立つ．

ng = n
fc
+ n

fb
. (4.10)

このとき，チャネライザに入力される信号の数がチャネライザのポート数と等し

くなるため，以下の式が成り立つ．

np = nuc + n
fc
. (4.11)
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次に，割り当てチャネル数に関する定式化を行う．想定している衛星通信シス

テムでは図 4.4に示すように，リンクに割り当てられたサブチャネルを各宛先別

に分配するため，割り当てサブチャネル数を表すパラメータでは送信元と宛先を

指定する必要がある．ビーム iからビーム jへのトラヒックに割当てるチャネル

リンク𝑖への割当サブチャネル数

リンク1宛 リンクj宛

リンクn宛リンク2宛

図 4.4: 各宛先ビームへのチャネル割り当て

数を chuu
ij とし，行列C

UU
として以下のように表す．

C
UU

=



chuu
1,1 chuu

1,2 . . . chuu
1,n

b

chuu
2,1 chuu

2,2 . . . chuu
2,n

b
...

...
. . .

...

chuu
nuc ,1

chuu
nuc ,2

. . . chuu
nuc ,nb

chuu
nuc+1,1 chuu

nuc+1,2 . . . chuu
nuc+1,n

b
...

...
. . .

...

chuu
nuc+n

ub
,1 chuu

nuc+n
ub

,2 . . . chuu
nuc+n

ub
,n

b


. (4.12)

式 (4.12)の行は送信元ビームを示し，列は宛先ビームを示している．第 3章では

送信元ビームをひとつに限定し，宛先ビームに関してのみ検討を行ったが，本章

では送信元についても検討を行う．例えば，1行目はビーム 1から各宛先ビーム

もしくは GWへ送信されるトラヒックに割り当てられるチャネル数を表してお
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り，図 4.5に示すようにビーム 1からのアップリンクと各宛先へのダウンリンク

を表している．これに対して，1列目は各送信元ビームもしくはGWからビーム

⋯
⋯

ビーム1 ビーム2

ビーム1からの
アップリンク

図 4.5: ビーム 1からのトラヒックに対して割り当てられるチャネルのモデル化

1へ送信されるトラヒックに対して割り当てられるチャネル数を表しており，図

4.6に示すように各送信元からのアップリンクとビーム 1へのダウンリンクを表

している．このとき，nuc がデジタルチャネライザに入力されるユーザリンク数

⋯
⋯

ビーム1 ビーム2

ビーム1への
ダウンリンク

図 4.6: ビーム 1へのトラヒックに対して割り当てられるチャネルのモデル化
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なので，1列目から nuc 列目までの行がデジタルチャネライザで処理される信号

であり，(nuc +1)行目から (nuc + n
ub
)行目までがベントパイプ中継される信号と

なる．同様に，ビーム iからGW jへのトラヒックに割当てるチャネル数 chuf
ij と

GW i からビーム jへのトラヒックに割当てるチャネル数 chfu
ij を行列 C

FU
，C

UF

とすると以下の式で表現することができる．

C
FU

=



chfu
1,1 chfu

1,2 . . . chfu
1,n

b

chfu
2,1 chfu

2,2 . . . chfu
2,n

b
...

...
. . .

...

chfu
n
fc
,1 chfu

n
fc
,2 . . . chfu

n
fc
,n

b

chfu
n
fc
+1,1 chfu

n
fc
+1,2 . . . chfu

n
fc
+1,n

b
...

...
. . .

...

chfu
n
fc
+n

fb
,1 chfu

n
fc
+n

fb
,2 . . . chfu

n
fc
+n

fb
,n

b


. (4.13)

C
UF

=



chuf
1,1 chuf

1,2 . . . chuf
1,ng

chuf
2,1 chuf

2,2 . . . chuf
2,ng

...
...

. . .
...

chuf
nuc ,1

chuf
nuc ,2

. . . chuf
nuc ,ng

chuf
nuc+1,1 chuf

nuc+1,2 . . . chuf
nuc+1,ng

...
...

. . .
...

chuf
nuc+n

ub
,1 chuf

nuc+n
ub

,2 . . . chuf
nuc+n

ub
,ng


. (4.14)

最終的に，割り当てチャネル数は下記の行列Cで表すことができる．

C =

(
C

UU
C

UF

C
FU

0

)
. (4.15)

上記の行列の中に 0が含まれるのは，GWからGWへのトラヒックは衛星を介す

ることなく地上網を使用して通信を行うことを想定しているため，衛星でのチャ

ネル割り当て及びデータ通信を行わないためである．

次に，以上のようにパラメータ定義を行ったチャネル数がどのような値となる

のかについて検討を行う．ベントパイプ中継を行う信号についてはチャネル割当
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数を変更することはできないため，全リンクに同数のチャネルを割り当てる場合，

以下の式で割り当てるチャネル数を求めることができる．

chuu
ij = min

(⌊
CH i

UU

n
b
+ ng

⌋
,

⌊
CHj

UD

n
b
+ ng

⌋)
.

(i = nuc + 1, nuc + 2, . . . , nuc + n
ub
, j = 1, 2, . . . , n

b
)

(4.16)

chuf
ij = min

(⌊
CH i

UU

n
b
+ ng

⌋
,

⌊
CHj

FD

n
b

⌋)
.

(i = nuc + 1, nuc + 2, . . . , nuc + n
ub
, j = 1, 2, . . . , ng)

(4.17)

chfu
ij = min

(⌊
CH i

FU

n
b

⌋
,

⌊
CHj

UD

n
b
+ ng

⌋)
.

(i = n
fc
+ 1, n

fc
+ 2, . . . , n

fc
+ n

fb
, j = 1, 2, . . . , n

b
)

(4.18)

一方，デジタルチャネライザに入力される信号は発生しているトラヒックに合わ

せて割り当てチャネル数を変更することが可能であるため，チャネルの割当数の

決定には要求量を考慮する必要がある．しかし，本研究で想定している衛星通信

システムでは宛先ごとのチャネル割当数を変更をすることはできても，リンクに

割り当てられている周波数帯域幅を変更することはできない．そのため，各宛先

に割り当てているチャネル数の総和には超過することができないという上限が存

在する．チャネル数の上限に関する制約は以下の式で与えられる．

n
b∑

j=1

chuu
ij +

ng∑
j=1

chuf
ij ≤ CH i

UU
. (i = 1, 2, . . . , nuc) (4.19)

n
b∑

j=1

chfu
ij ≤ CH i

FU
. (i = 1, 2, . . . , n

fc
) (4.20)

式 (4.19)はユーザリンクのアップリンクに関する制約条件である．あるビームか

ら衛星に送信されたトラヒックはチャネライザによって分波され，それぞれの宛
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先へと送信される．このとき，あるビームから衛星へのリンクに割り当てられて

いるチャネル数が式 (4.19)の右辺であり，それぞれの宛先へのリンクに割り当て

られているチャネル数の総和が左辺である．そのため，各宛先へのリンクに割り

当てられているチャネル数の総和はあるビームから衛星へのリンクに割り当てら

れているチャネル数を超過することはできない．また，式 (4.20)はフィーダリン

クのアップリンクに関する制約条件である．あるGWから衛星へのリンクに割り

当てられているチャネル数が式 (4.20)の右辺であり，それぞれの宛先へのリンク

に割り当てられているチャネルの総和が左辺である．フィーダリンクの場合は，

GWからGWへのトラヒックは存在しないため，GWへの割り当てチャネルを表

す項が存在しない．式 (4.19)，(4.20)はアップリンクの制約であるが，ダウンリ

ンクに関しても同様に制約条件を考慮する必要がある．式 (4.21)，(4.22)にダウ

ンリンクに関する制約条件を記す．

nuc∑
i=1

chuu
ij +

n
fc∑

i=1

chfu
ij ≤

CHj
UD

−

nuc+n
ub∑

i=nuc+1

chuu
ij +

n
fc
+n

fb∑
i=n

fc
+1

chfu
ij

 .

(j = 1, 2, . . . , n
b
)

(4.21)

nuc∑
i=1

chuf
ij ≤

CHj
FD

−
nuc+n

ub∑
i=nuc+1

chuf
ij

 . (j = 1, 2, . . . , ng) (4.22)

ダウンリンクには全ての送信元からのトラヒックが合波されるが，そのトラヒッ

クにはチャネライザを経由したものとベントパイプ中継をされたものが混在して

いる．前述の通り，ベントパイプ中継の場合は式 (4.16)，(4.17)，(4.18)によって

固定的に割り当てチャネル数が決定されているので，チャネライザを経由した信

号で利用可能なチャネル数はダウンリンクに割り当てられたチャネル数からベン

トパイプ用に割り当てられたチャネル数を引いたものとなる．上記の通り，チャ
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ネライザで処理する信号については満たさなければならない制約条件はあるもの

の，制約条件の中で自由にチャネルの割り当てを変更することができる．本研究

では，要求量に対して実際にチャネルを割り当てて送信できた量の割合であるト

ラヒック収容率を目的関数とし，トラヒック収容率を最大化するようなチャネル

割り当てを行う通信システムを想定する．送信元 iから宛先 jへの要求チャネル

数を dijとし，割り当てチャネル数と同様に行列Dとして定義すると以下の通り

表現することができる．

D =



d1,1 d1,2 . . . d1,n
b

d1,n
b
+1 . . . d1,n

b
+ng

d2,1 d2,2 . . . d2,n
b

d2,n
b
+1 . . . d2,n

b
+ng

...
...

. . .
...

...
. . .

...

dn
b
,1 dn

b
,2 . . . dn

b
,n

b
dn

b
,n

b
+1 . . . dn

b
,n

b
+ng

dn
b
+1,1 dn

b
+1,2 . . . dn

b
+1,n

b
0 . . . 0

...
...

. . .
...

...
. . .

...

dn
b
+ng ,1 dn

b
+ng ,2 . . . dn

b
+ng ,nb

0 . . . 0


. (4.23)

要求チャネル数についてもGWからGWへのトラヒックは 0としている．この

とき，トラヒック収容率は下記の通り定義することができる．

Tacc =

∑n
b

i=1

∑n
b

j=1 ch
uu
ij +

∑ng

i=1

∑n
b

j=1 ch
fu
ij +

∑n
b

i=1

∑ng

j=1 ch
uf
ij∑n

b
+ng

i=1

∑n
b
+ng

j=1 dij
. (4.24)

本研究では第 4.2節で定義したシステムの評価指標としてこのトラヒック収容率

を使用する．また，前述の通り解析モデルにおいては評価空間をどの程度包含す

ることができるかという指標を用いる．この指標をFlexibility indexと呼称し，以

下のように定義する．

Flexibility index =

µmax∑
µ=µmin

∆µmax∑
∆µ=∆µmin

(
1

∆µmax −∆µ
min

+ 1

)
·
(

1

µmax − µ
min

+ 1

)
· (max T acc).

(4.25)

また，要求量以上にチャネルを割り当てる必要はないため，要求量以上のチャ
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ネル割当を防ぐ制約条件を追加する必要がある．そのような制約条件を式 (4.26)-

(4.28)のように表す．

chuu
ij ≤ dij, (i = 1, 2, . . . , nuc + n

ub
, j = 1, 2, . . . , n

b
) (4.26)

chfu
ij ≤ dij, (i = 1, 2, . . . , n

fc
+ n

fb
, j = 1, 2, . . . , n

b
) (4.27)

chuf
ij ≤ dij. (i = 1, 2, . . . , nuc + n

ub
, j = 1, 2, . . . , ng) (4.28)

チャネライザに入力される信号は，トラヒック収容率を目的関数とし，既に説明

を行った制約条件を満たす線形計画法によって割り当てチャネル数を決定するも

のとする [34]．以上がパラメータの定義と各パラメータの関係に関する検討であ

る．また，想定している衛星通信システムのチャネル割り当て方法についても説

明を行いシステム定義を完了した．本節で定義したパラメータ一覧を表 4.1，4.2

にまとめる．次節では，想定している衛星通信システムに対して発生し得る要求

の変化について検討を行う．

4.5 ハイブリッド型中継器搭載衛星への要求定義

本節では，発生し得るシステムへの要求を範囲として指定する要求定義につい

て述べる．本研究では要求範囲を指定する二つのメトリックを要求チャネル数の

平均 µとばらつきの範囲∆µで与える．このとき，前節で定義した要求チャネル

数 dijが図 4.7で示す範囲で発生するものとする．dijの最大値は µ+∆µであり，

最小値は µ−∆µとなる．また，この範囲内での発生確率は一定であるものとし

た．上記の関係を集合Dで表現すると以下のように表すことができる．

D = {dij|µ−∆µ ≤ dij ≤ µ+∆µ, dij ∈ N}. (4.29)
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表 4.1: ハイブリッド型中継器搭載衛星の通信モデルにおけるパラメータ定義 1

ビーム数 n
b

ゲートウェイ数 ng

周波数繰り返し数 nr

デジタルチャネライザに入力されるユーザリンク数 nuc

ベントパイプ中継されるユーザリンク数 n
ub

デジタルチャネライザに入力されるフィーダリンク数 n
fc

ベントパイプ中継されるフィーダリンク数 n
fb

デジタルチャネライザのポート数 np

サブチャネルの周波数帯域幅 bw

アップリンク用の周波数帯域幅 BW
U

フィーダリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) BW
FU

ユーザリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) BW
UU

GWiに割当てられたフィーダリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) BW i
FU

ビーム iに割当てられたユーザリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) BW i
UU

GW iに割当てられたフィーダリンク用チャネル数 (アップリンク) CH i
FU

フィーダリンクの総チャネル数 (アップリンク） CHall
FU

ビーム iに割当てられたユーザリンク用チャネル数 (アップリンク） CH i
UU
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表 4.2: ハイブリッド型中継器搭載衛星の通信モデルにおけるパラメータ定義 2

ユーザリンクの総チャネル数 (アップリンク） CHall
UU

ダウンリンク用の周波数帯域幅 BW
D

フィーダリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) BW
FD

ユーザリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) BW
UD

GWiに割当てられたフィーダリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) BW i
FD

ビーム iに割当てられたユーザリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) BW i
UD

GW iに割当てられたフィーダリンク用チャネル数 (ダウンリンク) CH i
FD

フィーダリンクの総チャネル数 (ダウンリンク） CHall
FD

ビーム iに割当てられたユーザリンク用チャネル数 (ダウンリンク） CH i
UD

ユーザリンクの総チャネル数 (ダウンリンク） CHall
UD

ビーム iからビーム jへのトラヒックに割当てるチャネル数 chuu
ij

ビーム iからGW jへのトラヒックに割当てるチャネル数 chuf
ij

GW i からビーム jへのトラヒックに割当てるチャネル数 chfu
ij

次に，要求チャネル数の平均 µとばらつきの範囲∆µの変化による要求チャネル

数の発生範囲に対する影響について説明する．要求チャネル数の平均が小さい場

合は図 4.8のように dij存在範囲が所望チャネル数が小さくなる方向に移動し，要

求チャネル数の平均が大きい場合は図 4.9に示すように存在範囲が大きくなる方

向に移動する．これに対して，ばらつきの範囲が小さい場合は図 4.10に示すよう
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確
率
密
度

所要サブチャネル数(𝑑𝑖𝑗)

μ μ + Δμμ − Δμ

1

2Δμ

図 4.7: 所望チャネル数の発生分布　

所要サブチャネル数

確
率
密
度

μ𝑚𝑖𝑛

1

2Δμ

図 4.8: dijの存在範囲 (平均小)

所要サブチャネル数

確
率
密
度

μ𝑚𝑎𝑥

1

2Δμ

図 4.9: dijの存在範囲 (平均大)

に，要求チャネル数が平均から近い値となる確率が高くなる．一方，ばらつきの

範囲が大きい場合は図 4.11に示すように，平均から遠い値となる確率が高くな

る．このように二つのメトリックによって定義した要求範囲は図 4.12のように与

えられる．以上で衛星通信システムに対して発生する要求の変化の定義を完了し

た．次節では，本節で定義した範囲におけるトラヒック収容率を算出し，衛星通

信システムの柔軟性解析を実施する．
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所要サブチャネル数

確
率
密
度

μ + Δμ𝑚𝑖𝑛μ − Δμ𝑚𝑖𝑛

1

2Δμ𝑚𝑖𝑛

図 4.10: dij(ばらつきの範囲小)

所要サブチャネル数

μ + Δμ𝑚𝑎𝑥μ − Δμ𝑚𝑎𝑥

1

2Δμ𝑚𝑎𝑥

確
率
密
度

図 4.11: dij(ばらつきの範囲大)

平均値μ

ば
ら
つ
き
Δ
μ

要求範囲

Δμmin

Δμmax

μmin μmax

図 4.12: 要求範囲　

4.6 性能評価

本節では，状態変化の中で衛星通信システムの柔軟性を定量的に評価するため，

構築したシステム解析の基礎モデルを用いた柔軟性解析を行う．本解析では，ハ

イブリッド型中継器を構成するチャネライザのポート数を変化させることでチャ

ネライザとベントパイプの比率を変化させ，チャネライザによる衛星通信システ

ムの柔軟性の向上を評価する．評価軸としては，トラヒック収容率の改善量とし

て全てベントパイプ中継を行った場合と比較したときとのトラヒック収容率の差
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を用いた．また，本解析では要求範囲として図 4.13に示すように，要求チャネ

ル数の平均は 5から 15，ばらつきの範囲は 1から 5という値を用いた．なお，本

ばらつきΔ𝜇

平均値𝜇

ト
ラ
ヒ
ッ
ク
収
容
率
𝑇

の
改
善
量

𝜇min

= 5

𝜇max

= 15

Δ𝜇min

= 1
Δ𝜇max

= 5

要求範囲

図 4.13: 評価空間

研究では構築したシステム解析の基礎モデルの有効性を検証するために，一例と

してこのような要求範囲を用いているが実際に解析モデルを利用する際は，シス

テム運用時に想定される値を代入することで，より実用的な解析が実現される．

その他のパラメータ設定に関しては表 4.3にまとめる．チャネライザのポート数

が 12の場合の解析結果を図 4.14に示す． 図 4.14に示すように評価空間におけ

る解析は三次元空間で行ったが，説明のため４つのケースを示す．ばらつきの値

を固定し，平均の値を変化させた２つのケースと平均の値を固定し，ばらつきの

値を変化させたつのケースである．表 4.4に示す４つのケースについての評価結

果を図 4.15，4.16，4.17，4.18に示し，それぞれのケースについて検討を行う．

まずばらつきの値が小さい場合（ばらつき＝ 1）の結果を図 4.15に示す．この

ケースではデジタルチャネライザのポート数が多い程トラヒック収容率の改善量

は大きいが全体的に改善量は小さい．さらに，平均値が 7まではトラヒック収容

率の改善は一切見られない．平均値が小さくばらつきも小さい場合はベントパイ
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表 4.3: ハイブリッド型中継器の柔軟性解析におけるパラメータ設定 1

ビーム数 (n
b
) 10

ゲートウェイ数 (ng) 2

周波数繰り返し数 (nr) 4

サブチャネルの周波数帯域幅 (bw) [MHz] 2.5

アップリンク用の周波数帯域幅 (BW
U
) [MHz] 750

ダウンリンク用の周波数帯域幅 (BW
D
) [MHz] 750

フィーダリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) (BW
FU
) [MHz] 250

フィーダリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) (BW
FD
) [MHz] 250

ユーザリンク用の周波数帯域幅 (アップリンク) (BW
UU
) [MHz] 500

ユーザリンク用の周波数帯域幅 (ダウンリンク) (BW
UD
) [MHz] 500

GWiに割当てられたフィーダリンク用の周波数帯域幅
(アップリンク) (BW i

FU
)[MHz] 250

ビーム iに割当てられたユーザリンク用の周波数帯域幅
(アップリンク) (BW i

UU
)[MHz] 250

GW iに割当てられたフィーダリンク用チャネル
(ダウンリンク) (BW i

FD
)[MHz] 250

ビーム iに割当てられたユーザリンク用チャネル
(ダウンリンク） (BW i

UD
)[MHz] 250

プ型のシステムであっても要求トラヒックを全て収容可能であるためである．ま

た，平均値が大きくなるにつれてトラヒック収容率の改善量が小さくなっている．

トラヒック要求量が大きくなっていくとデジタルチャネライザによって改善した
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ト
ラ
ヒ
ッ
ク
収
容
率
𝑇
の
改
善
量

図 4.14: 評価空間におけるトラヒック収容率の改善量

表 4.4: ハイブリッド型中継器の柔軟性解析におけるパラメータ設定 2

Case

1 2 3 4

µ 5-15 5-15 8 5

∆µ 1 5 1-5 1-5

np 2,4,6,8,10,12

収容率と比較して要求しているトラヒックの総量が大きくなってしまうため，ト

ラヒック収容率の改善量は小さくなる．次にばらつきの値が大きい場合（ばらつ

き＝ 5）での結果を図 4.16に示す．ばらつきの値が小さい場合と比較してトラヒッ

ク収容率の改善量は大きくなっている．これは，宛先ごとの発生トラヒックの値

が大きくばらついた場合であってもデジタルチャネライザの機能によって柔軟に
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図 4.15: Case1(∆µ = 1)
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図 4.16: Case2(∆µ = 5)
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図 4.17: Case3(µ = 8)
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図 4.18: Case4(µ = 5)
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チャネル割当が行われた結果である．また，デジタルチャネライザのポート数に

よるトラヒック収容率の改善量もばらつきが小さい場合と比較して大きくなって

いる．トラヒック収容率の改善量は平均値が 8のときに最大となっている．これは

平均値が 8のときが最もシステムキャパシティに近い総トラヒック要求量となって

いるためである．この値を越えてしまうとどんなに柔軟性の高いシステムであっ

ても総トラヒック要求量が大きすぎるためトラヒック収容率が小さくなってしま

う．次に，平均値を固定しばらつきの値を変化させたケースについての結果を示

す．まず，図 4.17に平均値が 8の場合を示す．これは，先ほどの考察から最もト

ラヒック収容率の改善量が大きくなるケースである．チャネライザのポート数と

の関係を見るとやはりポート数が多くなることでトラヒック収容率の改善量も大

きくなっていることがわかる．また，ばらつきの値が大きくなるにつれて改善量

も大きくなっていることわかる．最後に，平均値が 5のケースを図 4.18に示す．

平均値が 5であり，ばらつきの値も小さい場合はベントパイプ型でも十分にトラ

ヒックを収容可能であるため，改善量は 0となる．しかし，ばらつきの値が大き

くなると徐々に改善が見られるようになる．ただし，改善量は平均値が 8の場合

と比較すると小さい．以上 4つの解析から要求チャネル数のばらつきが大きいほ

どトラヒック収容率の改善量は向上することがわかった．さらに同じばらつきで

あっても平均値が小さい場合と比較すると大きい場合の方がトラヒック収容率の

改善量が大きいということもわかった．これは，要求チャネル数の総量がシステ

ムキャパシティに近いほどばらつきの影響が大きくなるためであると考えられる．

第 4.4節で定義した Flexibility indexの解析結果を図 4.19に示す．チャネライザ

のポート数が多くなることで Flexibility indexの値が向上していることが確認で

きる．なお，チャネライザのポート数が１の場合はダウンリンクの制約条件によ
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図 4.19: システム構成に対する周波数フレキシビリティ性の定量評価

りベントパイプと同一のシステムとなるためベントパイプ型の結果は省略してい

る．また，本研究では入力アンテナ数（ユーザリンクのビーム数とフィーダリン

ク数の合計）を 12と設定しているため，チャネライザのポート数は 12が上限と

なる．フルチャネライザとベントパイプ型によって約 5パーセントの Flexibility

indexの改善が見られることがわかった．また，以上の結果から，構築したシス

テム解析の基礎モデルが衛星通信システムの柔軟性を正確に評価可能であること

を示した．
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4.7 まとめ

本章では，システム解析の基礎モデルを構築し，ハイブリッド型中継器を搭載

した衛星通信システムの柔軟性の定量評価を実施した．まず，システム解析の基

礎モデルについて検討し，通信システムの柔軟性評価のためにはシステム定義・

要求定義が必要であることを述べた．そのため，システム定義としてハイブリッ

ド型中継器を搭載した衛星通信システムの通信のモデル化を行い，要求定義とし

て要求チャネル数の平均値とばらつきの範囲をメトリックとして定めた．そして，

システム解析の基礎モデルを用いた検証としてチャネライザのポート数が衛星通

信システムの柔軟性に与える影響について評価を行った．評価の結果，構築した

システム解析の基礎モデルが正確に衛星通信システムの柔軟性を評価可能である

ことを示した．
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第5章

システム解析モデルの適用

5.1 はじめに

本章では，第 4章で構築したシステム解析の基礎モデルを用いてビームホッピ

ング機能を持つ衛星通信システムの柔軟性に関する定量評価を行う．柔軟性評価

にあたっては第 4章と同様に，まずシステム定義としてビームホッピングの通信

のモデル化を行う．その後，要求定義として衛星通信システムへの要求を二つの

メトリックを用いて定義し，性能評価を実施する．柔軟性評価を行うことで構築

したシステム解析の基礎モデルがハイブリッド型中継器搭載衛星通信システムと

異なる衛星通信システムにおいても柔軟性を評価可能であることを検証する．
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5.2 ビームホッピングの通信のモデル化

本節ではビームホッピングを用いた通信に関してモデル化を行う．まず，ビー

ムホッピングにおいてビームを照射する候補となるエリアをセルと呼称し，セル

の数をmとする．その中で，同時にビームを照射することができる数をビーム数

としてNbと表す．衛星通信システムとしては同時に照射するビーム数分の増幅

器を搭載すればよい．図 5.1にビーム数とセル数の関係を表す．図 5.1では斜線の

部分にビームが照射されており，白いエリアにはビームが照射されていない状態

を表している．このとき，衛星通信システムではセルの中からビームを照射する

セル数(𝑚)

ビーム数(N𝑏)

図 5.1: セルとビーム

ものをタイムスロットごとに選択する必要がある．セルに対してタイムスロット

ごとにビームを照射することにより通信リソースを割り当てるため，ビームホッ

ピングにおけるリソース割り当てはセルへのタイムスロット割り当てであると考

えることができる．そこで，本研究で想定するセルへのタイムスロット割り当て

方法について説明する．本章の通信システムに関しても偏波を利用するものと
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し，図 5.2に示すように，セルの行ごとにそれぞれの偏波を割り当てるものとす

る．第 4章で想定した衛星通信システムでは干渉を回避するため各ビームに異な

f
左偏波

右偏波

𝐵𝑊
左偏波を使用する行

右偏波を使用する行

左偏波を使用する行

図 5.2: 偏波割り当て　

る周波数を割り当てていたが，ビームホッピングを用いる場合は常に全てのセル

にビームを照射する訳ではないため，周波数を分割することによって周波数利用

効率が低下してしまう．そのため，想定する衛星通信システムでは割り当てられ

た周波数帯域全てをビームに割り当てるものとする．図 5.2のように偏波を割り

当てることで行の間では干渉は発生しない．衛星通信システムのセルサイズは直

径 300km程であるため，同一偏波を使用するセルは十分遠方にある．そのため，

電波は減衰し同一偏波を使用するセルに与える影響は小さいため本研究では同一

偏波を使用するビームからの干渉の影響は考慮しない．以上より，本研究では行

間ではどのようにタイムスロットを割り当てても干渉の影響は無視できるとして

いるため，行内でのタイムスロット割り当てについて検討する．想定する通信方

法では図 5.3のように複数のセルをひとつのクラスタとし，クラスタ内で一つの

ビームを共用する．図 5.3の例では３つのセルでクラスタを形成しているが，ク

ラスタに含まれるセルの数Ncluは以下の式で表すことができる．

Nclu =

⌈
m

Nb

⌉
. (5.1)
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クラスタ

図 5.3: クラスタ

次に，クラスタ内でのタイムスロット割り当てについて検討する．タイムスロッ

ト割り当ての繰り返し単位をウィンドウ長と呼び，ウィンドウ長をW とする．想

定する衛星通信システムではクラスタ内のセルに順番にタイムスロットを割り当

てていき，ウィンドウ長分のタイムスロット割当が終了すると，また最初のセル

にタイムスロットを割り当てる．各セルに割り当てるタイムスロット数は同数で

ある必要はなく，ウィンドウ長のなかで割り当てるタイムスロット数を変更する

ことができる．そのため，ウィンドウ長が大きいほどセルに割り当てるタイムス

ロット数を変化させることが可能であり，要求の偏りに対応することができるよ

うになる．このとき，i番目のセルに割り当てタイムスロット数を niとすると ni

は以下の制約条件を満たす必要がある．

{n(Nclu·i+1) + n(Nclu·i+2) + . . .+ n(Nclu·i+Nclu)} ≤ W.

(i = 0, 1, 2, . . . , Nb − 1)
(5.2)

式 (5.2)の制約条件はクラスタ内のセルに割り当てるタイムスロット数の総和が

ウィンドウ長を超過することはできないということを表している．クラスタ内で

のタイムスロット割り当てに関しては式 (5.2)を満たす必要があるが，クラスタ

間においては以下の制約条件を満たす必要がある．

{n(Nclu·i) + n(Nclu·i+1)} ≤ W. (i = 1, 2, . . . , Nb) (5.3)
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クラスタ内においては式 (5.2)の制約条件を満たしていれば隣接ビームで同時に

ビームを照射することはない．しかし，各クラスタで独立してタイムスロット割

り当てをする場合，クラスタの境界において隣接ビームに同時にビームを照射し

てしまう恐れがある．クラスタ境界のセルに割り当てるタイムスロットの総和が

ウィンドウ長を超過してしまうと必ず同時に隣接セルにビームを照射してしまう

時間が発生するため式 (5.3)を満たす必要がある．

本研究においては性能を表す指標としてスループットを使用する．スループッ

ト T は以下の式で表すことができる．

T =
m∑
i=1

(
min

(
Ri, ni ·

ηBW

W

))
. (5.4)

Riは i番目のセルの要求レートを表しており，ηはスペクトラム利用効率を表し

ている．セルに対して十分な数のタイムスロット数が割り当てられている場合は

要求レートがスループットとして求められるが，タイムスロット数が不足してい

る場合は割り当てられたタイムスロット数で達成可能な伝送レートがスループッ

トとなる．本章においては要求レートを送信するために必要なタイムスロット数

を算出し，その要求タイムスロット数をもとにタイムスロット割り当てを実行す

る．このとき，目的関数は割り当てタイムスロット数であり，割り当てたタイム

スロット数を最大化するように各セルへのタイムスロット割り当てを行う．前述

の制約条件に加え，要求しているリソース以上にタイムスロットを割り当ててし

まうことを防ぐ制約条件が必要となるため，式 (5.5)の制約条件を追加する．

ni ≤
⌈
Ri ·W
ηBW

⌉
. (5.5)

タイムスロット割当は制約条件を満たし割り当てタイムスロット数を最大化する

線形計画法によって計算される．二つのメトリックによって定義される要求範囲
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の各点においてスループットを評価することでビームホッピングを行う衛星通信

システムの柔軟性評価を行う．次節では要求範囲の定義を行う．本章で定義した

パラメータを表 5.1にまとめる．

表 5.1: ビームホッピングを行う衛星通信システムのパラメータ定義

セル数 m

ビーム数 N
b

クラスタ内のセル数 N
clu

タイムスロット長 ts

ウィンドウ長 W

周波数帯域幅 BW

i番目のセルの要求レート Ri

i番目のセルの割り当てタイムスロット数 ni

5.3 ビームホッピングを行う衛星通信システムへの

要求定義

次に，ビームホッピングを行う衛星通信システム要求範囲を定めるため，トラ

ヒックの発生モデルについて説明する．本研究では各セルでの要求レートの地理

的な偏りを切断正規分布を用いて定義する．切断正規分布は範囲指定のある正規
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分布であり，aから bの区間の切断正規分布は以下の式で表現することができる．

f(x;µ, σ, a, b) =
1
σ
ϕ(x−µ

σ
)

Φ( b−µ
σ
)− Φ(a−µ

σ
)
. (5.6)

ここで, ϕ(x)は標準正規分布の確率密度関数であり，以下の式で表すことがで

きる．

ϕ(x) =
1√
2πσ2

exp

(
−x2

2

)
. (5.7)

また，Φ(x)は標準正規分布の累積分布関数であり，以下の式で表すことができる．

Φ(x) =

∫ x

−∞
ϕ(t)dt. (5.8)

このとき，µは平均を表し，σ2は正規分布の分散を表している．一般的な正規分

布では，−∞から∞まで積分することで 1となる性質を持っているが，切断正

規分布では aから bまで積分すると 1となる．このような性質を持つ切断正規分

布を用いて図 5.4のように各ビームの要求レートを設定する．なお，本研究では

行の間では干渉の影響はないものとしているため，切断正規分布も一行での要求

レートを表している．本研究ではシステム解析モデルのメトリックとして地理的

な要求レートのピークの数と標準偏差を用いた．ピーク数が１の場合のビームご

との要求レートの地理的な偏りを図 5.5に表し，ピーク数が 3の場合のビームごと

の要求レートの地理的な偏りを図 5.6に表す．ピーク数が 2以上の場合は式 (5.6)

で表される切断正規分布がピーク数分存在しているものとし，ひとつの切断正規

分布の存在範囲を狭めることで複数のピークが存在する場合の地理的偏りを表現

している．このとき，複数の切断正規分布を用いて要求の地理的偏りを表すと全

ビームの要求レートの総和が変化してしまうという問題がある．そこで，本研究

では全ビームでの要求レートの総和が一定となるようにピークの値を調整してい

69



第 5章 システム解析モデルの適用

ビームID

要
求
レ
ー
ト

標準偏差

図 5.4: 要求レートの地理的分布

ビームID

要
求
レ
ー
ト

図 5.5: ピーク数が 1の場合

ビームID

要
求
レ
ー
ト

図 5.6: ピーク数が 3の場合

る．そのため，ピークの数が多い程ピークの値は小さいものとなっている．つま

り，ピークの数が少ない場合はトラヒックの発生がより偏った状態を表しており，

ピークの数が多い場合はトラヒック発生の偏りが小さいという状態を表している．

次に，標準偏差が小さい場合の要求レートの地理的な偏りを図 5.7に表し，標準

偏差が大きい場合の要求レートの地理的な偏りを図 5.8に表す．図 5.7，図 5.8に

示すように標準偏差が小さい場合はピークとその周りのビームの差が大きくなり，

標準偏差が大きい場合はピークとその周りのビームの差が小さくなる．本研究で

は以上の二つのメトリックによってトラヒック発生の地理的な偏りを表現し，要
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ビームID

要
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図 5.7: 標準偏差が小さい場合

ビームID

要
求
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ー
ト

図 5.8: 標準偏差が大きい場合

求範囲を定義する．次節では，定義した要求範囲におけるスループットを評価し，

ビームホッピングを行う衛星通信システムの柔軟性評価を行う．

5.4 性能評価

本節では，第 4章で構築したシステム解析モデルを用いてビームホッピングを

行う衛星通信システムの柔軟性評価を行う．本解析では，衛星中継器の増幅器の

数をパラメータとし，増幅器の数がスループットにどのような影響を及ぼすのか

を評価する．図 5.9に示すように，本解析の要求範囲はピーク数が 1から 10，標

準偏差が 1から 20の範囲で定義した．増幅器の数は 5, 10, 20, 50とした．また，

その他のパラメータについては表 5.2にまとめる．増幅器が 20の場合の評価空間

でのスループットの解析結果を図 5.10に示す．第 4章と同様に二次元のグラフを

用いて説明を行う．ピークの数を固定し，標準偏差を変化させた２つのケースと

標準偏差を固定し，ピークの数を変化させた２つのケースについて紹介する．図

5.11に示す 1つ目のケースではピークの数を１とし，標準偏差を 1から 20まで変

化させた．ピーク数が１の場合は標準偏差の値に関わらず増幅器の数が多い程高

71



第 5章 システム解析モデルの適用

ピーク数𝑁𝑝

標準偏差𝜎

ス
ル
ー
プ
ッ
ト

1

20

1 10

要求範囲

図 5.9: 評価空間　

表 5.2: ビームホッピングを行う衛星通信システムの解析におけるパラメータ設定

ビーム数 (N
b
) 100

ウィンドウ長 (W ) 12

周波数帯域幅 (BW ) [MHz] 500

スペクトラム利用効率 (η) 0.5

全セルの総要求レート [Gbps]　 3

いスループットを達成している．また，どの増幅器数の場合においても標準偏差

が大きくなる程スループットが高くなっている．ビームホッピングでは，クラス

タごとにタイムスロットを分け合うことで通信環境を提供している．そのため,，

クラスタ内のビームにおいて要求レートに偏りがあった場合でも要求レートが小

さいビームに割り当てられているタイムスロットを要求レートが大きいビームに

割り当てることで柔軟に通信リソースを割り当てることが可能である．しかし，

クラスタでの総要求レートに偏りがあった場合はクラスタ間でのタイムスロット

72



第 5章 システム解析モデルの適用

ピーク数N𝑝

標準偏差𝜎

ス
ル
ー
プ
ッ
ト

[M
b
p
s]

図 5.10: 評価空間におけるスループット　

のやり取りはできないため，スループットが低下してしまう．ピーク数が１の場

合はピークが含まれるクラスタの総要求レートが大きくなり，クラスタ間で偏り

が発生してしまうためスループットが低下する．クラスタ間での総要求レートの

偏りは標準偏差が小さいほど大きく，標準偏差が大きくなるにつれて小さくなり

スループットは増加する．増幅器数が 50の場合は標準偏差が大きくなってもス

ループットが 3Gbps以上になることはなかった．本解析では全ビームの要求レー

トの総和を 3Gbpsとしているため，それ以上のスループットを達成することはで

きない．次にピーク数を 6とし，標準偏差を変化させたケースを図 5.12示す．こ

のケースにおいても増幅器が多い方が高いスループットを達成している．また，

標準偏差が大きくなるとスループットが高くなるという関係もピーク数が１の場

合と同様である．前述の通りスループットが 3Gbps以上になることはないが，増
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図 5.11: ピーク数が１の場合のスループット

幅器が 50の場合で 3Gbpsとなる標準偏差の値はピーク数が１の場合と比較して

小さくなっている．ピーク数が多い程ビーム間の要求レートのばらつきが小さく

なり，容易にトラヒックを収容できるためである．また，ピーク数が６の場合は増

幅器が 20の場合でも 3Gbpsを達成している．増幅器が 10の場合と 5の場合は標

準偏差が大きくなるにつれてスループットも大きくなっているが，ある値でピー

クを迎え，その後ピークと比較するとスループットが少し小さい値で一定となっ

ている．以下ではこの原因について考察を行う．まず，図 5.13に増幅器数が 50，

標準偏差が 6の場合の各ビームの要求レートと割り当てたタイムスロットによっ

て達成される伝送レートを示す．これは図 5.12におけるある点でのタイムスロッ
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図 5.12: ピーク数が 6の場合のスループット　

ト割り当てについて表したものである．図 5.13では割り当てたタイムスロットで

達成される伝送レートが全てのビームの要求レートを上回っているため，総要求

レートである 3Gbpsを達成することができている．続いて，図 5.14に増幅器数が

10，標準偏差が 5の場合の各ビームの要求レートと割り当てたタイムスロットに

よって達成される伝送レートを示し，図 5.15に増幅器数が 10，標準偏差が 6の場

合の各ビームの要求レートと割り当てたタイムスロットによって達成される伝送

レートを示す．図 5.13の例では増幅器が 50あるため，1クラスタに含まれるビー

ム数は 2であり，2つのビームで一つの増幅器を共用していた．図 5.14，図 5.15の

例では 10のビームで増幅器を共用しなければならないため，全てのビームに十分
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図 5.13: 増幅器数が 50，標準偏差が 6の場合　

にタイムスロットを割り当てることができず一部ではビームの要求しているレー

トを下回っている．割り当てたタイムスロットで達成される伝送レートとビーム

の要求レートのうち低い方がスループットとして計算されるため，このような場

合では 3Gbpsを達成することができない．本解析ではスペクトル利用効率を 0.5

とし，使用する周波数帯域は 500MHz，そしてウィンドウ長は 12であるため，あ

るビームに１タイムスロットを割り当てた場合に達成される伝送レートはおよそ

20Mbpsとなる．図 5.14，図 5.15でタイムスロットを割り当てることで達成され

る伝送レートがおよそ 20Mbpsの倍数であるのはこのためである．図 5.14では最

大で３タイムスロット割り当てられているビームがあるが，図 5.15では最大でも

２タイムスロットの割り当てに留まっている．これは標準偏差が大きくなること

でビームの要求レートの最大値が小さくなったため 2タイムスロット以上必要な
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図 5.14: 増幅器数が 10，標準偏差が 5の場合　

ビームが存在しなくなったためである．割り当てたタイムスロットによって達成

される伝送レートと要求レートの間に差がある場合，通信リソースの過剰な割当

が発生していることになるため，可能な限り割り当てたタイムスロットによって

達成される伝送レートと要求レートの間には差がないことが好ましい．標準偏差

が 5である図 5.14の場合，要求レートが 40Mbpsを上回っているビームが存在し

ているため２タイムスロットでは要求レートを達成することはできないが，3タ

イムスロットを割り当ててしまうと割り当てたタイムスロットによって達成され

る伝送レートと要求レートの間に大きな差が生じることとなる．その結果，必要

なビームにタイムスロット割当を行うことができずスループットが低下してしま

う．一方，標準偏差が 6である図 5.15の場合，要求レートが 40Mbpsを上回って

いるビームが存在していないため２タイムスロットで要求レートを達成すること
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図 5.15: 増幅器数が 10，標準偏差が 6の場合　

ができる．2タイムスロット割り当てた場合は割り当てたタイムスロットによって

達成される伝送レートと要求レートの間の差が小さいため，標準偏差が 5の場合

と比較してスループットが向上する．標準偏差がさらに大きくなった場合，ビー

ムの要求レートの最大値が小さくなり割り当てたタイムスロットによって達成さ

れる伝送レートと要求レートの間の差が大きくなるためスループットが低下して

いく．本研究では各ビームの要求レートを一度，その要求レートを達成するため

に必要なタイムスロット数へ変換し，線形計画法を実行している．標準偏差が 9

より大きい範囲では要求レートを必要なタイムスロット数に変換する際に同一の

要求タイムスロット数となるため，スループットが一定となっている．図 5.16に

示す 3つ目のケースでは標準偏差を 6とし，ピーク数を 1から 10まで変化させた．

3つ目のケースにおいても標準偏差を変化させた 2つ目のケースと同様に増幅器
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図 5.16: 標準偏差が 6の場合のスループット　

が 50と 20の場合では総要求レートである 3Gbpsを達成している．また，増幅器

数が 10と 5の場合においてもグラフの概形は図 5.12と一致している．ピーク数

が増加することでクラスタ間の要求レートの差が小さくなり，スループットは増

加する．しかし，先程のケースと同様にピーク数が増加していくと要求レートの

最大値が小さくなり，ある値で必要なタイムスロット数が変化する．必要なタイ

ムスロット数の変化が発生したときスループットは最大となる．図 5.16ではピー

ク数が 6である場合にスループットが最大となっている．次に標準偏差を 9とし，

ピーク数を変化させたケースを図 5.17示す．この場合もグラフの概形は 3つ目の

ケースと同様であるが，スループットが最大となるピーク数が 3つ目のケースと
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図 5.17: 標準偏差が 9の場合のスループット

比較して小さくなっている．これは，標準偏差が大きい方がより小さなピーク数

で必要なタイムスロット数の変化が発生するためである．

最後に評価空間の被覆率を図 5.18に示す．本解析では，全セルの総要求スルー

プットである 3Gbpsを達成した場合を 1として被覆率を算出した．増幅器数が多

いほど被覆率が高くなり，より柔軟性の高い衛星通信システムであると言える．

以上の評価結果から構築したシステム解析の基礎モデルがチャネライザ搭載衛星

通信システムのみならずビームホッピングを行う衛星通信システムに関しても適

用可能であることを示すことができた．また，増幅器数が 20と 50の場合の差は

小さいことから，増幅器数が 20の衛星通信システムに対して増幅器数を倍以上
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図 5.18: 評価空間の被覆率　

に増やした場合でもその効果は小さいということがわかる．このように，本研究

で構築した解析モデルを用いることで想定される要求範囲における通信システム

の柔軟性を評価することが可能となり，システムの性能向上に向けた増強の効果

を把握することも可能となる．
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5.5 まとめ

本章では，構築したシステム解析の基礎モデルを用いてビームホッピングを行

う衛星通信システムの柔軟性解析を実施した．まず，システム定義としてビーム

ホッピングを行う衛星通信システムの通信のモデル化を行い，要求定義として各

ビームの要求レートの地理的分布のピーク数と分散をメトリックとして定めた．

そして，システム解析の基礎モデルを用いた検証として衛星に搭載する増幅器数

が衛星通信システムの柔軟性に与える影響について評価を行った．評価の結果，

システム解析モデルの有効性を示すことができた．
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結論

近年，海域での通信手段としてだけでなく陸域におけるトラヒックの集中を解

消するための手段として衛星通信が期待されている．また，大規模災害時におけ

る衛星通信のニーズは高まりつつあり，大容量通信を可能とするハイスループッ

ト衛星 (HTS)と呼ばれる衛星通信システムの開発が進んでいる．しかし，現在の

HTSではマルチビームへの周波数割当が固定であり，リソースの有効利用ができ

ていないのが現状である．そのため，限られた衛星リソースでHTSの周波数利

用効率を向上させる技術の開発が求められており，打ち上げ後であっても柔軟に

リソース配分の変更が可能なフレキシビリティ化技術としてデジタルチャネライ

ザやビームホッピング技術の開発が進んでいる．衛星通信システムへの需要を満

たすためにはこのようなフレキシビリティ化技術の有効性を正確に評価し，有効

な利用法を決定する必要がある．しかし，現状の衛星システムではシステムを取

り巻く状態変化に対応したシステム評価モデルは存在せず，状態の変化を伴う中

でシステムを定量評価することは難しい．そこで本論文では衛星通信システムの

柔軟性評価方法に着目し，衛星通信システムの柔軟性を定量評価可能なシステム

解析モデルの構築を行った．さらに，構築したシステム解析モデルを用いてデジ
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タルチャネライザ搭載衛星とビームホッピング機能を有する衛星の二種類の衛星

通信システムに対し柔軟性評価を実施した．解析を通じて衛星通信システムの柔

軟性を定量的に評価可能であることを確認した．

以下では各章を振り返り，本論文の統括を行う．

■ 第 1章 本研究の背景，及びその目的について述べ，本研究分野の重要性に

ついて述べた．

■ 第 2章 衛星通信システムの現状としてハイスループット衛星の開発動向に

ついて述べ，デジタルチャネライザ搭載衛星の機能について説明を行った．また，

ビームホッピング機能についても説明を行い，衛星通信システムの柔軟性につい

てまとめた．さらに，こうした機器や技術の関連研究についてまとめ，衛星通信シ

ステムの柔軟性を定量評価するための解析モデルが求められていることを述べた．

■ 第 3章 システム解析モデルの構築に向け，まずはチャネライザ搭載衛星通信

のモデル化を行い限定的な柔軟性解析を行った．また，本章での解析は限定的な

状態での解析にとどまっており衛星通信システムの柔軟性解析には複数状態を考

慮した総合的な評価が必要であることを述べた．

■ 第 4章 総合的な柔軟性評価を行うためシステム解析の基礎モデルを構築し，

第 3章でモデル化を行ったチャネライザ搭載衛星について基礎モデルを用いた柔

軟性評価を行った．評価の結果，チャネライザの有効性を確認することで構築し

た解析モデルの有用性を確認した．

■ 第 5章 構築したシステム解析モデルを用いてビームホッピング機能を持つ

衛星通信システムに関する評価を実施した．評価にあたってはチャネライザ搭載

衛星の評価と同様にビームホッピングを用いた通信のモデル化を行い，システム
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解析モデルを適用した．ビームホッピング機能を有する衛星通信システムに対し

ても，システム解析モデルを用いることでその有効性を評価可能であることを確

認した．

以上のように，本研究では衛星通信システムの柔軟性を定量評価可能なシステ

ム解析モデルの構築を行った．本研究の成果は，柔軟な衛星通信システムの実現

に向けた評価方法の確立に寄与するものであると言える．
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